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杉並保健所保健予防課 

 

 

杉並区感染症予防計画（案）の策定について 

 

 

 杉並区感染症予防計画（以下「計画」という。）については、令和５年９月に計画

策定方針を定め検討を行ってきたところである。このたび、計画の案を取りまとめ

たので、以下のとおり計画策定に向けた取組を進めることとする。  

 

１ 計画の位置付け等 

（１）位置付け 

 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下「感染症法」とい

う。）第 10 条第 14 項に基づく予防計画として策定する。 

（２）計画期間  

 感染症法による国の基本指針に基づき、計画期間は令和６年度から 11 年度までの６

年間とする。 

なお、計画期間中においても「東京都感染症予防計画」、「杉並区健康医療計画」

及び「杉並区新型インフルエンザ等対策行動計画」等の改定などとの整合を図りながら、

必要な見直しを行うものとする。 

 

２ 計画の概要等  

〇計画の概要  

区の感染症予防対策について、新型コロナウイルス感染症へのこれまでの対応を踏

まえ、国の「感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的指針」等に即して、計

画（案）を策定する。 

・別紙１ 杉並区感染症予防計画（案）概要版  

・別紙２ 杉並区感染症予防計画（案） 

〇計画の数値目標  

今後の新興感染症等の発生及びまん延に備えるため、国の基本指針に即して、次

の（１）～（３）につき、数値目標を設定して取組を進める。 

（１）保健所職員等に対する研修及び訓練  

（２）検査体制  

（３）発生段階ごとの業務量を見込んだ保健所人員体制の確保数  

 

３ 今後のスケジュール（予定）  

令和６年２月    計画（案）を保健福祉委員会へ報告  

            区民等の意見提出手続の実施（２月 22 日～３月 23 日） 

３月    計画決定  

６月     保健福祉委員会へ報告・公表  



杉並区感染症予防計画（案）【令和6（2024）年度～令和11（2029）年度】の概要

・令和6年4月1日施行
・国の基本指針に基づき、令和6（2024）年度～令和11（2029）年度の6年間
なお、国の基本指針及び東京都感染症予防計画の改定の動向などを踏まえ、適時見直す

1 計画の基本的事項

≪策定の経緯と方向性≫

②これまで都道府県が感染症予防計画
を策定していたが、感染症法(※1）

が令和４年12月に改正され、新たに
保健所設置区市においても策定が必要

①今般の新型コロナ対応においては、感染拡
大期における保健所の人員体制（応援体制
を含む。）、広域自治体である東京都など
の関係機関との役割分担や協力関係が不明
確であった結果、感染症拡大のたびに保健
所業務がひっ迫

区において、感染症管理システムを導入し
業務を効率化するなど対応

都や区等の役割を明確化、新型コロナ対応で使用したシステムを平時にも利用できるよう
改修するなど、地域の実情に応じた感染症予防施策の実施及び発生時対応を、総合的かつ
計画的に推進するための基本的方向性と取組を示す

≪位置付け≫

・感染症法第10条第14項に基づき、国の基本指針及び東京都感染症予防計画に即して策定

≪施行及び期間≫

≪体系≫

・国の基本方針及び東京都感染症予防計画を踏まえ、地域の実情に応じた感染症の予防のた
めの施策の実施及び感染症発生時の対応などについて、４つの章に記載

・新型コロナウイルス感染症の対応を踏まえ、保健所職員等に対する研修及び訓練、検査体
制、発生段階ごとの業務量を見込んだ保健所人員体制の確保数等の３つの数値目標を設定

章 主な内容 数値目標

第1章 基本的な考え方 感染症対策における区の基本的な考え方など

第2章

平時からの感染症の発生
予防及びまん延防止のた
めの施策

感染症の発生予防及びまん延防止のための平時
からの体制など

【数値目標１】

第3章 新興感染症発生時の対応
新型コロナの対応を踏まえた発生段階ごとの体
制など

【数値目標２】
【数値目標３】

第4章
その他感染症の予防の推
進に 関する施策

特に総合的に予防施策を推進すべき感染症対策
（結核、性感染症、麻しんなど）

≪策定内容≫

３ 数値目標

区 分

感染規模 公表後１か月 公表後１～３か月 公表後３～６か月

都内/日 １００～３００人 １，０００～２，０００人 １０，０００～２０，０００人

区内/日 ４～１２人 ４０～８０人 ４００～８００人

区
の
業
務

積極的疫学調査
患者全員の行動、濃厚接
触者の把握・検査実施

調査対象を患者リスク管理、
クラスター探知に重点化

調査対象を患者のリスク把握に
重点化、濃厚接触者は患者から
伝達

健康観察等自宅療養者支援
患者、濃厚接触者全員
（業務委託化検討）

濃厚接触者、ハイリスク者
に限定
（一部業務委託化実施）

ハイリスク者に限定
（業務委託化実施）

受診等相談体制
受診相談センター開設
一般相談にも対応

受診相談センター継続
（患者、濃厚接触者に重点化）

【数値目標３】

発生段階ごとの業務
量を見込んだ保健所
人員体制の確保数
①IHEAT要員
②発生時の保健所人
員

①ＩＨＥＡＴ要員 １５名（ＩＨＥＡＴ研修の受講者数） ※２

②発生時の保健所人員 ※３

医療職 ４０名 ７０名 ６４名

事務職 ３２名 ６０名 １０６名

合 計

【数値目標１】

保健所職員等に対する
研修及び訓練

平時：年１回以上実施

※２ IHEAT：感染症のまん延等の健康危機が発生した場合に地域の保健師等の専門職が保健所等の業務を支援する仕組み
※３ 流行する感染症の重症化リスク等により、疫学調査や健康観察等を特に行う必要がある場合は、この限りではない

【数値目標２】

検査体制
（生活衛生課分室）

検査数 90件/日

検査機器

リアルタイムPCR機器４台
全自動核酸抽出機器 ３台

【数値目標３】

保健所人員体制の確保

※詳細は右表参照

発生段階ごとに必要
な人員を確保します。

必要な検査体制を
確保します。

有事に備え、研修及
び訓練を実施します。

７２名 １３０名 １７０名

２ 計画の体系と策定内容

※１ 感染症法：感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
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はじめに 
 
１ 計画策定に当たって 

区は、令和 2（2020）年 2月 16日に初の新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」

という。）の患者が報告されて以降、杉並区医師会（以下「区医師会」という。）や基幹病

院をはじめとする区内関係医療機関の連携協力の下、感染状況に即したまん延防止策や相

談・医療・検査体制及び保健所体制を整備するとともに、ワクチンの住民接種などの対策に

精力的かつ果敢に取り組んできた。 

今般の新型コロナ対応においては、感染拡大期における保健所の人員体制（応援体制を含

む。）、広域自治体である東京都などの関係機関との役割分担や協力関係が不明確であった

結果、感染症拡大のたびに保健所業務がひっ迫する等の課題が指摘された。 

こうした新型コロナ対応における課題を踏まえ、それぞれの役割を明確にするとともに、

区民の生命及び健康に重大な影響を与える恐れがある感染症の発生及びまん延に備えるた

め、地域の実情に応じた感染症の予防のための施策の実施及び感染症発生時の対応を総合的

かつ計画的に推進するための基本的方向性と取組を示し、保健所職員等に対する研修及び訓

練、検査体制、発生段階ごとの業務量を見込んだ保健所人員体制の確保数等の数値目標を定

めた「杉並区感染症予防計画」（以下「本予防計画」という。）を策定する。 

 

２ 計画の位置付け 

区は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10年法律第 114

号。以下「感染症法」という。）第 10条第 14項に基づき、国の「感染症の予防の総合的な

推進を図るための基本的な指針」（以下「基本指針」という。）及び東京都の「東京都感染

症予防計画」（以下「都予防計画」という。）に即して、本予防計画を定める。 

なお、計画の策定に当たっては、「杉並区新型インフルエンザ等対策行動計画」等との整

合性を図っていく。 

 

○杉並区感染症予防計画の位置付け 
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３ 対象とする感染症 

本予防計画で対象とする感染症については、感染症法において、感染力、り患した場合の

重篤性などを考慮して総合的に分類している一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感

染症、五類感染症、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症とする。 

また、このうち、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症、新感染症（以下「新興感染

症」という。）について、発生時の必要な対応を第３章に定める。 

なお、新興感染症の性状、感染性などを事前に想定することは困難であるため、まずは現

に発生し、これまでの教訓を生かせる新型コロナへの対応を念頭に置くこととし、この想定

を超える事態の場合は、国の判断の下、当該感染症の特性に合わせて関係機関と連携し、機

動的な対応を行っていく。 

 

４ 計画推進の方向性 

感染症の発生の予防及びまん延の防止のためには、国、東京都との連携や役割分担の下、

区が主体的・機動的に感染症対策に取り組むことに加え、区民や関係機関が当事者として感

染症対策に取り組んでいく必要がある。 

区は、杉並区基本構想において、健康・医療分野の将来像として示した「『人生 100年時

代』を自分らしく健やかに生きることができるまち」の実現に向けて、本予防計画に基づ

き、新興感染症等に平時から備えることにより、区民の生命と健康を守る取組を一層推進し

ていく。なお、新型コロナ対応を踏まえた流行期ごとの詳細な対応について（仮称）杉並区

健康危機対処計画において定めるものとする。 

 

５ 計画期間 

基本指針に基づき、本予防計画の計画期間は令和 6（2024）年度から令和 11（2029）年度

までの 6年間とする。 

また、計画策定後の状況変化などに的確に対応する必要があることから、基本指針及び都

予防計画の改定の動向などを踏まえ、杉並区健康医療計画、杉並区新型インフルエンザ等対

策行動計画等との整合を図りつつ、適時適切に必要な見直しを図っていくものとする。 
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○感染症法の対象となる感染症（本予防計画で対象とする感染症）の分類と考え方 
感染症分類 規定されている主な感染症 分類の考え方 

一類感染症 

エボラ出血熱、ペスト、ラッサ

熱、クリミア・コンゴ出血熱、

痘そう、南米出血熱、マールブ

ルグ病 

感染力、り患した場合の重篤性等に

基づく総合的な観点からみた危険性

が極めて高い感染症 

二類感染症 

結核、ＳＡＲＳ、ＭＥＲＳ、鳥

インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１、Ｈ

７Ｎ９）、ジフテリア、急性灰

白髄炎 

感染力、り患した場合の重篤性等に

基づく総合的な観点からみた危険性

が高い感染症 

三類感染症 

腸管出血性大腸菌感染症、細菌

性赤痢、コレラ、腸チフス、パ

ラチフス 

感染力、り患した場合の重篤性等に

基づく総合的な観点からみた危険性

は高くないが、特定の職業への就業

によって感染症の集団発生を起こし

得る感染症 

四類感染症 
デング熱、レジオネラ症、マラ

リア、狂犬病、Ｅ型肝炎 等 

人から人への感染はほとんどない

が、動物、飲食物等の物件を介して

感染するため、動物や物件の消毒、

廃棄などの措置が必要となる感染症 

五類感染症 

【全数把握疾患】 

国が感染症発生動向調査を行い、そ

の結果等に基づいて必要な情報を国

民一般や医療関係者に提供・公開し

ていくことによって、発生・拡大を

防止すべき感染症 

梅毒、麻しん、風しん、破傷風 

等 

【定点把握疾患】 

インフルエンザ、ＲＳウイルス

感染症、性器クラミジア感染

症、マイコプラズマ肺炎 等 

新
興
感
染
症 

新型インフ

ルエンザ等

感染症 

新型インフルエンザ、新型コロ

ナウイルス感染症 

インフルエンザまたはコロナウイル

ス感染症のうち新たに人から人に伝

染する能力を有することとなったも

の【新型】 

再興型インフルエンザ、再興型

コロナウイルス感染症 

かつて世界規模で流行したインフル

エンザまたはコロナウイルス感染症

であってその後流行することなく長

時間が経過しているもの【再興型】 

指定感染症 
※ 政令で指定 

令和 6（2024）年 4月 1日時点 

指定なし 

現在、感染症法に位置付けられてい

ない感染症について、一、二、三類

及び新型インフルエンザ等感染症と

同等の危険性があり、措置を講ずる

必要があるもの 

新感染症 - 

人から人に伝染する未知の感染症で

あって、り患した場合の症状が重篤

であり、かつ、まん延により国民の

生命及び健康に重大な影響を与える

恐れがあるもの 

（令和 6（2024）年 4月 1日時点） 
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第１章 基本的な考え方 
 
第１ 基本方針 
 
１ 総合的な感染症対策の実施 

  本予防計画において、新たな感染症の出現や既知の感染症の発生・まん延に備え、以下の

方針に基づき、必要な対策を定めるものとする。 

 

（１）事前対応型取組の推進 

感染症の発生や拡大に事前に備えるため、区民一人ひとりの知識や意識を高めるための普

及啓発、予防対策の徹底のほか、サーベイランス体制及び防疫体制の強化、医療提供体制の

整備や必要な医療資器材の備蓄など、事前対応型の取組を推進していく。 

また、平時から関係部署をはじめ、東京都及び他の保健所設置区市と連携し、総合的に対

策を実施する。 

さらに、新興感染症の発生時においても、国内外における感染症に関する情報の収集、感

染症患者の早期発見、感染源の調査、関係機関との継続的な連携の強化など、迅速かつ的確

な検査、防疫活動により、感染の拡大及びまん延を防止するとともに、医療機関等と連携し

て患者に適切な医療を提供する体制を確保する。 

 

（２）東京都感染症対策連携協議会への参加 

東京都が感染症法に基づき設置した東京都感染症対策連携協議会（以下「連携協議会」と

いう。）に参加し、東京都、都内保健所設置区市、その他の関係機関との平時からの意思疎

通、情報共有を行い、相互に連携して感染症対策の推進を図る。 

 

（３）東京都による総合調整 

  東京都は、感染症の発生及びまん延の防止等のため必要がある場合、連携協議会等を活用

して、保健所設置区市、保健所設置市以外の市町村等の関係機関に対し、統一的かつ機動的

に対策を講じられるよう、広域的な入院調整や保健所体制の支援など、感染症対策全般につ

いて広域的な視点から総合調整を行っていく。 

区は、この東京都の総合調整に基づいて適切に対応し、併せて、保健所の管轄を越えて感

染拡大する恐れがある場合などには、平時から関係機関と協議した対策を講じるとともに、

必要に応じて東京都に総合的な調整など、広域的な対応を要請していく。 

 

２ 健康危機管理体制の強化 

原因不明であるが感染症が疑われる症例や、緊急に対応が必要な感染症が発生した場合な

どに、原因となる病原体の迅速な確定、感染拡大防止、医療提供、情報共有、広報等の対応

を迅速かつ的確に講じることができるよう、平時から緊密な連絡体制や健康危機発生時の初

動態勢を確保することなどにより、区における感染症健康危機管理体制を強化する。 

併せて、東京都や保健所設置区市をはじめとした関係機関との連携体制、情報の公表方

法、医療提供体制、防疫措置等の対応策を事前に決定し、発生に備える。 
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また、感染症発生時に迅速かつ的確に対応できる検査や防疫体制を確立できるよう、地方

衛生研究所である生活衛生課分室（旧衛生試験所にある生活衛生課衛生検査係をいう。以下

同じ。）での検査体制の強化をはじめ、東京都健康安全研究センター（東京都の地方衛生研

究所）との連携による検査対応、調査研究（ヒト、動物、環境試料等）、検査及び情報の収

集・分析などの体制を確保する。 

新型インフルエンザの感染拡大時など緊急的な対応が必要な場合には、「杉並区新型イン

フルエンザ等対策本部」等において、東京都対策本部、他の区市町村対策本部等の関係機関

との連携や情報共有を図る。 

 

３ 人権の尊重 

感染症法に基づき、感染症患者からの検体の採取、健康診断の勧告・措置、感染症指定医

療機関等への入院勧告・措置などの対応や、感染した可能性がある者の健康状態についての

報告の要請等に当たっては、患者（感染症にり患したことが疑われる患者（以下「疑い患

者」という。）を含む。）の人権に配慮して、感染症の予防やまん延防止のために必要最小

限のものとし、医療機関と連携しながら、患者、その家族など関係者に対し、実施の目的や

必要性について十分に事前の説明を行うものとする。 

また、感染症が流行する恐れがあるなど、発生状況や対策の情報を広く一般に周知する必

要があるときには、個人情報保護の観点を十分に踏まえ、患者及び第三者の権利利益を不当

に侵害したり、偏見や差別を生じさせたりすることのないよう慎重に注意を払いながら、科

学的知見に基づき、まん延防止に必要な内容を公表する。 

なお、感染症に対応する医療従事者等に対しての偏見や差別を生じさせることのないよ

う、区民等に対して感染症について正しい知識の普及啓発を図る。 

 

４ 病原体の適正な管理及び検査の精度確保 

新型コロナへの対応において、病原体検査の結果は感染症対策の根拠となり、変異株等の

サーベイランスは重要な役割を果たした。病原体の解析技術などの飛躍的な進歩により、診

断の確定、病原体の性状や薬剤耐性の把握などのため、感染症の患者等から検体を確保し、

検査を行うことが重要である。 

保健所は、生活衛生課分室における検査体制の維持・構築に加え、病原体の適正な管理や

検査の精度管理の推進により、病原体検査の信頼性を確保するとともに、東京都健康安全研

究センターとの、情報共有や必要に応じた支援の要請など、連携強化を図っていく。 

 

５ 感染症に関する知識の普及啓発と情報提供 

区民一人ひとりが感染症の予防と流行への備えができるよう、感染症についての正しい知

識の普及に努める。 

また、海外渡航時に感染し、帰国後に発症して感染が拡大する事例もあることから、東京

都と連携して海外渡航者や帰国者などに対して感染症予防に関する情報提供を行っていく。 

さらに、これまで国内では発生がない、あるいはまれな感染症が発生した場合には、東京

都や関係機関と緊密に連携し、収集した正確な情報を区民に対して分かりやすく提供すると

ともに、区民からの相談に適切に対応する。 
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なお、区が情報発信を行う場合は、個人情報の保護に十分留意し、患者やその関係者、医

療従事者等への偏見や差別が生じることのないよう、報道機関に協力を求めることも含め、

正しい知識の普及啓発及び情報提供に努める。 

 

第２ 東京都、区の役割及び区民、医師等の役割 
 

１ 東京都の役割 

東京都は、急速かつ区市町村の圏域を越えて広がる感染症の発生及びまん延の防止等に機

動的かつ的確に対応する必要がある場合、広域的な入院調整、各種業務に係る東京都内統一

方針の策定、保健所体制の支援、フォローアップセンター等による健康観察など、広域自治

体として保健所の役割を補完する様々な取組を実施し、統一的かつ機動的に対策を講じられ

るよう、感染症対策全般について広域的な視点から総合調整を行うものとする。 

さらに、新興感染症の発生・まん延時等には、広域自治体として、国、関係機関、区市町

村間の調整を行うとともに、新興感染症の発生・まん延時等には、情報集約、業務の一元化

等の対応により、保健所設置区市等を支援するほか、有事の体制に迅速に移行し対策が実行

できるよう、保健所、検査、医療提供及び宿泊療養等の体制構築を図るものとする。 

加えて、感染症対策全般について、必要がある場合は、保健所設置区市、保健所、関係機

関に対して広域的な視点から総合調整を実施する。 
 

２ 区の役割 

本予防計画に基づき、平時から、区民への感染症に関する正しい知識の普及啓発や感染症

対応が可能な専門職を含む人材の確保・育成、国及び他の地方公共団体からの人材の受入れ

などに関する体制の整備、予防接種法に基づく定期接種を推進するなど、主体的に感染症対

策に取り組む。 

また、区における感染症対策の中核的機関である保健所及び感染症の試験検査等の業務を

行う生活衛生課分室が、それぞれの役割が十分に果たせるよう、体制整備や人材育成などの

取組を計画的に行っていく。 

さらに、都内において新興感染症の発生・まん延時等には、情報集約及び業務の一元化等

の総合的な調整を必要に応じて東京都に要請する。 

 

３ 保健所の役割 

保健所は、区における感染症対策の中核的機関として、感染症情報の収集・分析、医療機

関や福祉施設等への感染症対策の支援、医療機関など関係団体との連絡調整など、感染症の

発生予防等のための事前対応型の取組を推進する。 

また、感染症の発生時には、疫学調査による原因究明や防疫措置の実施等により感染拡大

の防止を図るとともに、状況に応じた区民への情報提供や保健指導を行い、区民からの相談

に幅広く応じるなど、地域における感染症危機管理の拠点として総合的に対応する。 

生活衛生課分室は、区における感染症対策の試験検査等の技術的・専門的な実施機関とし

て、平時から検査が可能な機器の整備や、検査試薬等の備蓄に加え、検査手技訓練を行い、

検査能力の維持向上を図るとともに、緊急時には、病原体の確保、検査法の構築、病原体の
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性状確認、状況に応じた検査等を実施する。 

なお、病原体情報等については、個人情報の保護に十分留意し、必要に応じ国の専門機関

や東京都健康安全研究センター等と共有し、関係機関と協力しながら国内外の感染症に関す

る情報を迅速に収集する。 

 

４ 区民の役割 

区民は、平時から東京都や区をはじめとする関係機関から提供された情報等の理解に努

め、感染症への関心を持ち、その予防のために必要な対策を講じるように努める。 

また、感染症発生時には、感染拡大の防止に協力するとともに、感染症患者や医療従事者

等に対し偏見を抱いたり差別したりすることのないよう、感染症についての正しい理解の下

に行動するよう努める。 
 

５ 医療従事者の役割 

医師等の医療従事者は、東京都や区など関係機関と協力し、相互に情報共有を図りながら

感染症対策に取り組み、良質かつ適切な医療の提供に努めるとともに、患者に対し、治療や

感染拡大防止に必要な対応への理解が得られるよう、適切な説明を行っていく。 

医師は、感染症法に定める感染症を診断した時は、速やかに同法に基づく届出をする。 

なお、届出については、感染症指定医療機関の医師は感染症サーベイランスシステムを用

いて行い、それ以外の医療機関の医師については同システムを用いて行うよう努める。 

 

６ 獣医師等の役割 

獣医師等の獣医療関係者は、良質かつ適切な獣医療を提供するとともに、動物の管理方

法や感染症の知識、動物への接触方法等について飼い主に説明を行っていく。 

獣医師は、結核や狂犬病など、法令に定められた感染症が動物に発生した場合には、迅速

に届出をする。 

動物取扱業者は、取り扱う動物から人への感染を防ぐため、感染症予防の知識や技術を習

得し、動物を適切に管理する。また、動物の仕入先、販売先の把握に努めるとともに、動

物の健康状態を日常的に確認し、動物に健康異状が認められた場合には、速やかに獣医師

に受診させるなど適切に対応する。 

 

７ 医療関係団体の役割 

区医師会、杉並区歯科医師会、杉並区薬剤師会及び東京都看護協会等の医療関係団体は、

病原体の情報収集や感染症の集団発生又は原因不明の感染症が発生した場合の適切な対応の

ため、東京都、区、関係機関との連携体制の強化を図る。 
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８ 医療機関や社会福祉施設等の施設開設者及び管理者の役割 

病院・診療所、社会福祉施設等の開設者及び管理者は、施設における感染症の発生予防や

拡大防止のために必要な措置を講じる。 

特に、医療機関は、良質かつ適切な医療の提供をするとともに、感染症が発生した際に

は、感染症拡大防止のための措置や患者等への指導など必要な対応を、患者の人権を尊重し

ながら実施する。なお、別途締結する感染症法に基づく医療措置協定により、総合的な感染

症対策に努める。 

 

○新興感染症発生時における東京都と区の役割分担 
主な取組 種別 役 割 

情報の収集 

東京都 

・国内外の情報収集、東京ｉＣＤＣや戦略ボードの知見を踏まえ

た情報提供 

・東京都内の感染状況を把握・分析し、関係機関等との情報共有 

区 
・国内外の情報収集、区民への情報提供 

・区内の感染状況を把握し、関係機関等との情報共有 

積極的疫学調査 

東京都 
・積極的疫学調査の総合的な調査方針を保健所へ周知 

・東京ｉＣＤＣによる保健所調査への支援 

区 ・国や東京都の方針に基づき、適切に実施 

検体採取・搬入 

東京都 

・東京都健康安全研究センターを技術的拠点とし、国の専門機関

等と連携しながら、病原体検査及びゲノム解析を実施 

・医療措置協定を東京都と締結した医療機関及び民間検査機関で

の検査を要請 

区 

・保健所等が患者の検体を採取し、東京都健康安全研究センター

及び生活衛生課分室に搬入 

・東京都健康安全研究センター等と連携し、生活衛生課分室で病

原体検査を実施 

医療提供体制

の確保 

東京都 

・感染症指定医療機関等に病床の確保を要請 

・流行フェーズに応じて、医療措置協定を東京都と締結した医療

機関に対して、病床の確保及び発熱外来の設置を要請 

区 
・東京都が病床の確保及び発熱外来の設置を要請した区内医療機

関に対する支援を実施 

入院調整 

東京都 
・東京都入院調整本部の設置及び運営 

・夜間入院調整本部等の設置及び運営 

区 ・保健所による入院調整の実施 

健康観察・ 

自宅療養支援 

東京都 
・健康観察の対象者等の方針を保健所へ周知 

・自宅療養者等への療養支援を実施 

区 ・国や東京都の方針に基づき、適切に実施 
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第２章 平時からの感染症の発生予防及びまん延防止の施策 
 

第１ 平時からの感染症の発生予防のための施策 
 

１ 感染症発生動向調査 

（１）情報の収集・分析及び情報提供 

保健所は、感染症の発生状況の正確な把握と分析を行い、区民や医療機関等に対し、感染力

の強さやり患した場合の重篤度などの疾患の特徴や、感染経路、基本的な予防対策、治療法等

の情報提供を迅速に行うとともに、感染拡大防止のための呼びかけを効果的に行い、感染症の

発生及びまん延防止等に努める。 

また、生活衛生課分室は、区の検査実施機関として病原体の検査等を行い、必要に応じて、

検査結果等を国の専門機関や東京都健康安全研究センター等と共有し、緊密な連携を図る。 

 

（２）保健所への届出の周知徹底 

保健所は、感染拡大防止のため、区医師会の協力を得ながら、区内医療機関に感染症の届出

の重要性を周知し、感染症の診断を行った医師が速やかに届け出るよう周知徹底を図る。 

また、エボラ出血熱、ペスト、重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）、結核など法令で規定さ

れた感染症が、サルなどの届出対象となる動物において発生した場合に、獣医師が確実に届け

出るよう、杉並区獣医師会等を通じて周知徹底を図る。 

さらに、感染症法の改正によりシステム等による発生届の提出について、感染症指定医療機

関の医師については義務化され、その他の医師については努力義務化されたことを踏まえ、保

健所は関係機関と協力し、医療機関への働きかけを行っていく。 

 

２ 感染症早期発見のための取組の活用 

保健所は、東京都が独自に構築した東京感染症アラート（鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１、Ｈ

７Ｎ９）、重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）、中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）の感染地域か

らの帰国者などで当該症例が疑われる患者を医療機関が確認した場合に、保健所へ届け出て疫

学調査及び病原体検査を速やかに実施する仕組み）を活用して患者発生の早期把握を図る。 

また、感染症の発生に備え、呼吸器症状、発熱、発疹等の症状があり、感染症が疑われる患

者に関する医療機関等からの報告や東京都救急搬送サーベイランスの情報を活用し、感染症の

早期発見に努める。 

 

３ 検疫所等との連携体制 

保健所は、海外からの感染症の侵入を防ぐため、検疫所等との連絡体制を平時から確認す

る。 

検疫所における診察等において感染症患者が確認され対応が必要な場合には、東京都など関

係機関と連携して患者等に対し必要な保健指導等を行っていく。 
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４ 動物衛生・食品衛生・環境衛生担当との連携体制 

（１）動物由来感染症（動物衛生担当） 

動物衛生担当は、狂犬病の国内発生の危険性について周知を図るなど、人と動物に共通する

感染症の普及啓発を行っていく。併せて、狂犬病の発生予防とまん延防止のため、犬の飼い主

に対し、狂犬病予防法に基づく飼い犬の登録及び予防注射について周知する。 

 感染症の病原体を保有する動物を発見した場合には、感染症対策担当や東京都動物愛護相談

センターと連携し、速やかに動物の管理者に対して、動物の衛生管理に関する助言等を行う。

感染症対策担当は管理者の保健指導等を行うとともに、必要に応じて関係者の健康調査を実施

する。 
 

（２）食品媒介感染症（食品衛生担当・環境衛生担当） 

飲食に起因する感染症である食品媒介感染症の発生予防を効果的に行うため、食品衛生担当

は、食品関係施設に対して、監視指導及び食品等事業者のＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の指導

等を行っていく。また、二次感染による感染症の拡大防止のために行う情報の公表や施設に対

する監視指導については、感染症対策担当と食品衛生担当とが連携して実施する。 

水道水など飲料水の飲用が原因あるいは原因と疑われる感染症に関しては、環境衛生担当

が、関係部署等との連絡体制を確保する。 

このほか、環境衛生担当は、貯水槽水道設置者に対し飲料水の衛生管理について指導・助言

するとともに、井戸の設置者等に対しては、井戸水の利用について普及啓発を行っていく。 

 

（３）浴槽水等及びねずみ族・昆虫が介する感染症（環境衛生担当） 

公衆浴場、旅館業及びプール等（以下「公衆浴場等」という。）における浴槽水等やねずみ

族・昆虫等を介する感染症の発生予防のため、環境衛生担当及び感染症対策担当は相互に連携

し、関係事業者への指導や区民に対する情報提供を行っていく。 

 

５ 国内外の情報収集・分析及び情報提供等 

（１）情報収集・分析 

感染症の情報を、世界保健機関（ＷＨＯ）、厚生労働省、国立感染症研究所、検疫所、東京

都健康安全研究センター等から速やかに収集する。また、収集した情報については多角的に検

討・分析し、区民や医療機関等へ幅広く提供する。 

 

（２）情報提供及び普及啓発 

ア 情報提供 

都内における感染拡大を防止するため発生状況等の公表が必要な場合は、東京都の感染症対

策部門が一元的に公表を行うが、区が独自に公表する際は、患者の人権に配慮しながら、東京

都の感染症対策部門と協議し、情報の発信を実施する。 

新興感染症の拡大時などにおいては、状況に応じた的確な情報提供を行っていく。 

 

イ 普及啓発 

平時から区民に対し、ホームページやＳＮＳ、広報紙等、様々な媒体を活用して、感染症に

関する正確な情報や予防に関する正しい知識を広めるとともに、感染症による偏見や差別を生
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じさせないための普及啓発を実施する。 

また、定期的に感染症に関する普及啓発を重点実施する「予防月間」などの機会を活用し

て、関係機関と連携した広報を行うとともに、感染状況を踏まえた臨時的な広報による注意喚

起や、多様なコミュニティを通じた情報伝達など様々な手法を用いて効果的な普及啓発に取り

組んでいく。 

 

（３）相談対応体制の確保 

保健所は、平時から感染症に関する情報提供に努め、区民からの相談に幅広く応じるととも

に、相談内容が保健所以外の部署や関係機関の所掌に関する場合には、担当する機関等につい

ての情報提供も併せて実施する。 

 

６ 院内及び施設内感染防止の徹底 

保健所は、病院、診療所及び社会福祉施設等において感染症が発生・拡大しないよう、施設

管理者に対して、最新の医学的知見に基づく感染防止に関する情報の提供、感染症の発生状況

に応じた注意喚起を行っていく。 

また、福祉関係部署と連携し、施設職員への感染症予防策等の研修や感染防止マニュアル作

成の指導・助言等を実施する。 

施設管理者は、提供された情報に基づき必要な措置を講じるとともに、平時から施設利用者

及び職員の健康管理を適切に行うことにより、感染症の発生を早期に把握するように努める。 

なお、医療機関は、院内感染対策委員会や感染制御担当者等を中心に院内感染の防止を図る

とともに、実際に行った防止策等の情報を、区や他の病院等の施設と共有し、区内全体の感染

防止対策の向上に努める。 

 

７ 予防接種施策の推進 

（１）定期接種の着実な実施 

予防接種は、感染症の発生及びまん延を防止するとともに、区民一人ひとりの健康を守るた

めの極めて重要な要素である。予防接種法に基づく定期接種の実施主体である区は、区医師会

や区内医療機関等の関係機関と十分に連携し、接種体制の確保及び接種率の向上に努める。 

また、定期接種の適切な実施や接種率向上に向けて、国や東京都、区医師会等の関係機関と

連携し、円滑な制度の運用のための情報提供を行うとともに、ワクチンの有効性や安全性、効

果とリスクなど、ワクチンに関する正しい知識の普及啓発を積極的に実施する。 

  

（２）健康危機管理の観点からの予防接種 

麻しん・風しんなど、予防接種の有効性が明らかな疾患については、東京都や関係機関と連

携しながら平常時からその重要性についての啓発に努めるとともに、集団感染や地域的な流行

が発生した場合など必要に応じて、区民に対して予防接種を推奨する広報を行っていく。 

また、感染症のまん延防止のために緊急に必要があるとして予防接種が実施される事態（予

防接種法に基づく臨時接種が行われる事態）や特定感染症予防指針に基づいて接種等を実施す

る場合においては、国、東京都、区医師会等の関係機関と連携して実施体制を構築する。 
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第２ 感染症発生時のまん延防止のための施策 

 

１ 検査体制 

（１）区における検査体制強化 

感染症発生時には、感染症の患者等から確保した検体を、区の検査機関である生活衛生課分

室にて検査し、診断の確定や病原体の性状判断などを実施する。 

新型コロナの発生初期においては、ウイルスの検査を実施できる施設が東京都健康安全研究

センター及び国立感染症研究所に限定され、区では検体採取や搬入の調整に追われた。検査を

迅速に実施するため、検査室の一部改修及び検査機器等の購入などを行い、ＰＣＲ検査判定実

施体制を整備し、検査に対応する職員の確保・技術の習得など検査能力の増強に取り組んだ。 

こうした経験を踏まえ、新興感染症の発生に備えて平時から体制構築を図るため、生活衛生

課分室は、検査機器の整備や試薬の確保、検査部門の人員確保、国の検査機関や地方衛生研究

所のネットワークを活用した専門的人材の育成のほか、集団感染発生時等に対応可能な検査法

の構築や実践型訓練の実施など、病原体検査体制の強化に努める。 

また、必要に応じ国の専門機関や東京都健康安全研究センター等と連携・協力し、試験検査

体制の確保・充実を図る。 

 

  （２）医療機関による検査体制への支援 

新型コロナ発生時のような検査需要が飛躍的に増大する事態にあっては、東京都健康安全研

究センター及び生活衛生課分室に加えて区内医療機関等との連携の下に検査実施能力を確保す

る必要があることから、感染症法に基づき、東京都と民間医療機関等が締結する協定等によ

り、有事における検査実施能力を確保する。 

 

２ 積極的疫学調査の実施等 

保健所は、患者が発生した場合や、集団感染の発生が認められるなど、通常の発生動向と異

なる傾向が認められた場合で、当該感染症の発生を予防し、又は感染症の発生状況や原因等を

明らかにするため必要がある場合には、当該患者（疑似症患者や無症状病原体保有者を含

む。）及びその関係者に対して、積極的疫学調査を実施する。 

なお、新興感染症や一類感染症等の患者が発生した場合や、広域的に患者が発生した場合な

ど、通常の対応ではまん延防止を図ることが困難な事態が発生した場合には、感染症法上の分

類に基づき、東京都及びその他の関係機関と連携して調査を実施し、協力して対策を講じる。 

また、海外での感染症の流行情報についても、区医師会及び区内医療機関など関係団体との

間で情報共有に努め、連携して発生情報の早期把握と迅速な対策を実施する。 

感染症に感染した動物が区内のペットショップで販売されていることが判明した場合には、

東京都動物愛護相談センター等の調査に対し必要な協力を行っていく。 

積極的疫学調査等の結果により明らかになった感染拡大防止に必要な情報は、各種法令に基

づく個人情報の取扱いに配慮しつつ、必要に応じ区内医療機関、区医師会等の関係団体に提供

するとともに、関係機関間での情報交換を通じて感染症対策に活用する。 
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３ 防疫措置（行動制限・入院勧告等） 

保健所は、感染症法に基づく防疫措置を行うに当たり、適正な手続の遵守や人権に十分配慮

し、行動制限や入院勧告等は感染症の予防やまん延防止に必要最小限のものとする。 

また、患者等に防疫措置の目的や必要性を十分説明して理解を得るように努め、「東京都感

染症対策の手引き」を参考に迅速かつ的確な措置を以下のとおり実施する。 

 

（１）検体の採取等 

検体の採取等の勧告・措置は、感染症法に基づき、感染症にかかっていると疑うに足りる正

当な理由のある者を対象に、まん延防止のため必要があると認められる場合に実施する。 

また、同法に基づき、病原体の感染経路やその他の事情を十分に考慮した上で、当該感染症

にかかっていると疑うに足りる理由のある者を対象に健康診断の勧告・措置を実施する。 

なお、必要と認めた場合は、同法に基づき、感染した可能性がある者に対して、十分に説明

を行った上で、積極的疫学調査の一環として、検査を受けるよう要請する。 

 

（２）行動制限 

行動制限については、対象者の自覚に基づく自発的な休暇や、就業制限の対象以外の業務に

一時的に従事させるなどの対応が基本となるため、対策の必要性について対象者やその関係者

の理解を得られるように十分に説明を行っていく。 

また、感染症法に基づき、患者に対して、感染拡大防止の観点から必要と認めた場合には、

感染症法に基づき、潜伏期間を考慮して定めた期間内における自宅やこれに相当する施設から

の外出自粛等を要請する。 

 

（３）入院勧告等 

入院勧告を実施する際は、患者に対して、入院が必要な理由、退院請求、審査請求に関する

ことなど、入院勧告の通知に記載された事項を含め十分に説明を行っていく。 

また、入院勧告等を行った場合には、患者の人権に十分に配慮しつつ、医療機関との協力の

下、患者の病状や治療経過等の情報を整理し、まん延防止対策等を実施する。 

さらに、感染症法に基づき、患者に対して、良質かつ適切な医療を提供する観点及び感染拡

大防止の観点から入院が必要と判断した場合には、感染症指定医療機関等の受診や入院を要請

する。 

感染症指定医療機関等は、入院後も患者に対し必要に応じて十分な説明を行い、患者、家族

及び関係者の精神的不安の軽減を図る。 

 

（４）退院請求への対応 

入院勧告・措置を受けた患者が、感染症法に基づく退院請求を行った場合、医療機関と連携

して当該患者が退院基準に適合しているかどうかの確認を速やかに実施する。 

 

（５）感染症の診査に関する協議会 

感染症法における入院勧告及び入院期間の延長等の措置を行うに当たっては、区の附属機関

である杉並区感染症の診査に関する協議会（以下「区診査協議会」という。）において、学問

的かつ専門的並びに法律的観点から診査した結果を踏まえて適切に対応する。 
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区診査協議会は、感染症の拡大防止の観点から、感染症に関する専門的な判断とともに、患

者への適切な医療の提供と人権尊重の観点からの判断が必要なことから、区診査協議会の委員

の任命に当たっては、この趣旨を十分に配慮する。 

 

（６）消毒等の措置 

感染症法に基づく消毒及びねずみ族・昆虫等の駆除が必要な場合、保健所長は、関係者の理

解を得て、必要最小限の範囲で当該施設・場所の管理者等にその実施を命ずることとされてい

るが、管理者等による実施が困難な場合には、保健所が代わりに措置を実施することができ

る。消毒・駆除を命ずる場合には、保健所と関係機関が連携し、関係者の理解を得て、必要最

小限の範囲で実施する。 

また、同法に基づく、検体の収去等の実施、飲食物、衣類、寝具等の移動制限、消毒、廃棄

等の物件に係る措置、死体の移動制限、生活用水の使用制限、建物に係る立入制限、交通の制

限又は遮断等を実施するに当たって、関係者に十分な説明を行い、必要最小限の内容で対応す

る。 

なお、消毒等の実施に当たっては、患者の人権について十分に配慮する。 

 

４ 保健所内における関係部署間の連携 

（１）動物衛生担当との連携 

動物由来感染症が疑われる事例が発生した場合、感染症対策担当は、患者及び関係者の病原

体検査、動物との接触状況の調査を行っていく。 

また、鳥インフルエンザの発生など、関係部署と保健所が一体で対応する必要がある場合、

速やかに関係部署との連絡調整会議を開催するなど、担当間での情報共有を図り、一体となっ

て対処する。 

 

（２）食品衛生担当との連携 

感染症、食中毒の双方が疑われる事例が発生した場合、保健所長の指揮の下、食品衛生担当

と感染症対策担当は相互に連携し、迅速に原因究明及び二次感染防止の指導等を行っていく。 

調査の結果、食中毒であることが判明した場合には、食品衛生担当は、原因物質に汚染され

た食品の販売禁止、原因施設の営業停止等の行政処分を行うとともに、必要に応じて、当該施

設等の関係者に対して消毒等の指示をする。 

また、被害の拡大を防止するため、必要に応じ、原因施設や原因食品の情報を公表し、当該

食中毒の原因物質が感染症法上の疾患の病原体である場合、感染症対策担当は患者や当該施設

の従業員への保健指導等、必要な対策を実施する。 

食中毒の発生時の対応については、 本予防計画のほか「食中毒調査マニュアル」に基づ

き、調査、措置、公表等の個別の対策を推進していく。 

 

（３）環境衛生担当との連携 

水道水など飲料水を原因とする感染症が疑われた場合には、環境衛生担当は感染症対策担当

及び食品衛生担当と協力し、原因究明の調査等を行うとともに、感染拡大防止を図る。 

公衆浴場等において、浴槽水等に由来するレジオネラ症が発生した場合、環境衛生担当と感

染症対策担当が連携して対応し、施設に対する改善指導等を迅速かつ適正に行い被害拡大防止
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を図る。 

その他、井戸水及びねずみ族・昆虫等を介した感染症が疑われる疾患が発生した場合は、上

記に準じて必要な措置を講じる。 

 

第３ 医療提供体制 
 

１ 医療の提供 

（１）医療提供体制の整備方針 

東京都は、感染症発生時に備え、東京都内における病床の確保及び発熱外来を確保するた

め、医療措置協定を医療機関等と締結し、広域的に東京都内の医療提供体制を整備する。 

また、新興感染症の発生・まん延時等には、流行のフェーズに応じて、東京都が感染症指定

医療機関や協定を締結した医療機関等へ、病床の確保等を要請する。なお、区は、東京都に速

やかな医療提供体制を整備できるよう要請するとともに、区医師会や区内医療機関と連携し、

区内の地域医療体制の整備を支援する。 

 

（２）良質かつ適切な医療の提供 

医療機関は、感染症が発生した際には、感染拡大を防止するための適切な医療の提供と併せ

て、患者の人権に十分に配慮した対応が必要である。 

このため、感染症患者の入院治療を行う感染症指定医療機関等においては、患者に対して、

感染症の拡大防止のための措置を講じつつ、できる限りその他の患者と同様の療養環境や、通

信の自由の確保を図るとともに、当該患者がいたずらに不安に陥らないよう、心身の状況を踏

まえた十分な説明と相談への対応を行うよう努める。 

 

（３）医療提供体制の考え方 

一類感染症、二類感染症及び新型インフルエンザ等感染症については、東京都が指定する感

染症指定医療機関を中心とした早期の診断及び入院医療体制の整備により、患者の重症化防止

及び早期回復と、感染拡大防止を図ることが重要である。 

このため、保健所は平時から区医師会等関係機関と協力し、区内診療所等の一般医療機関も

含めて広く感染症の診断等に必要な情報を提供することにより、早期に診断を行えるようにす

るとともに、感染症法に基づく勧告・措置入院が必要となる患者を感染症指定医療機関に移送

し、医療を提供する体制を確保する。 

なお、一般医療機関は、これらの情報を積極的に活用し、感染症の診断、届出、治療並びに

感染拡大防止のための措置や患者等への指導など必要な対応を、患者の人権を尊重しながら実

施する。 

 

２ 医療機関ごとの役割 

（１）感染症指定医療機関 

ア 機能及び感染症病床の充実 

感染症指定医療機関及び病床数については、国が示す感染症指定医療機関の配置基準を

もとに、大都市の特性や新興感染症等の感染拡大についても考慮した上で、東京都の要請に
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基づき、確保する。 

また、東京都は都内全体の感染症医療の水準を向上させるため、感染症医療に関する専

門的能力を有する感染症指定医療機関の機能強化を図るとともに、感染症指定医療機関相互

の連携強化や、感染症指定医療機関を中核とした地域医療体制の構築を進める。 

さらに、不明疾患や発生がまれな感染症等を含め、感染症を迅速かつ的確に診断し、良

質かつ適切な医療が提供できる体制を確保する。 

 

イ 特定感染症指定医療機関  

国において、新感染症の所見がある者又は一類感染症、二類感染症若しくは新型インフル

エンザ等感染症の患者の入院を担当する特定感染症指定医療機関を指定することとされてお

り、東京都においては1医療機関（国立国際医療研究センター病院）が指定されている。  

 

ウ 第一種感染症指定医療機関  

東京都は、一類感染症等の患者の入院医療を担当する第一種感染症指定医療機関を確保す

る。 

 

エ 第二種感染症指定医療機関 

東京都は、二類感染症等の患者の入院医療を担当する第二種感染症指定医療機関につい

て、区部全域を一圏域として、必要な受入規模の病床を確保する。 

 

オ 結核指定医療機関 

結核指定医療機関においては、患者に薬物療法を含めた治療の必要性について十分に説明

し、理解及び同意を得て治療を行うものである。東京都は、結核患者に対する適正な医療を

担当するのに適当と認められるものについて、結核指定医療機関における結核病床を確保す

る。 

 

（２）協定指定医療機関 

   国の指針及び東京都の数値目標として、流行初期は、新型コロナ第 3波（都内 2,000人/日

の感染規模）、流行初期以降は、新型コロナ第 6波（都内 10,000人/日から 20,000人/日の

感染規模）に確保した病床とする。東京都は、それぞれの医療機関と個別に医療措置協定を

締結し、以下の種別ごとに病床の確保等を行うものとする。 

 

○東京都が定める数値目標 

種 別 分 担 医療種別 
東京都の数値目標 

流行初期 流行初期以降 

第一種協定 

指定医療機関 
病床の確保 病院 4,000床 6,000床 

第二種協定 

指定医療機関 

発熱外来 
病院 

1,000機関 4,900機関 
診療所 

自宅療養者等へ

の医療の提供 

診療所 3,400機関 

薬局 4,800機関 

訪問看護 1,200機関 
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ア 第一種協定指定医療機関（病床の確保） 

新興感染症発生等公表期間（※）においては、主に新興感染症の患者に係る入院を担う第

一種協定指定医療機関として指定された当該医療機関は、東京都と締結した医療措置協定を

もとに、東京都の要請により病床を確保する。 

また、医療機関又は保健所が入院を必要と判断した患者については、確保した病床を活用

し、受け入れるものとする。区は協定締結医療機関と連携を図り、区内の病床確保の支援を

する。 

（※）新興感染症発生等公表期間：厚生労働大臣による新興感染症に係る発生等の公表が行わ

れた時から新興感染症と認められなくなった旨の公表が行われるまでの期間 

 

イ 第二種協定指定医療機関（発熱外来） 

主に新興感染症の発熱外来を担う、第二種協定指定医療機関として指定された当該医療機

関は、東京都と締結した医療措置協定をもとに、検査体制を整備する。 

新興感染症が発生した際に迅速に対応できるよう、東京都は、協定を締結した医療機関に

対し、通常医療と感染症医療を両立するための感染症対策に係る設備整備等の促進や、研修

等を通じた知見の提供など、必要な支援をする。 

なお、区は、東京都が公表する各種医療措置協定の締結状況等について、区民等にわかり

やすい形で周知するとともに、区内の協定締結医療機関と連携を図り、発熱外来体制整備を

支援する。 

 

ウ 第二種協定指定医療機関（外出自粛者対応） 

新興感染症発生等公表期間においては、主に新興感染症の自宅療養者等への往診や健康観

察を担う医療機関、薬局、訪問看護事業所は、東京都と締結した医療措置協定をもとに、区

医師会等の関係者と連携・協力し、施設入所者に対する往診や電話・オンライン診療、医薬

品対応、訪問看護等を行うものとする。 

 

（３）協定指定医療機関の支援を行う医療機関 

東京都と医療措置協定を締結した、第一種協定指定医療機関又は第二種協定指定医療機関の

支援を行う医療機関は、新興感染症発生等公表期間に感染症からの回復後も引き続き入院が必

要な患者の転院受入れや、感染症患者以外の患者の受入れを行うものとする。 

 

（４）一般医療機関 

感染症指定医療機関以外の一般医療機関においても、感染症法に基づく勧告・措置入院を除

き、感染症の診療を行うため、区医師会等の医療関係団体と連携し、感染症に関する適切な情

報を提供するなど必要な支援を実施する。 

一般医療機関は、これらの情報を積極的に活用し、感染症の診断、届出、治療並びに感染拡

大防止のための措置や患者等への指導など必要な対応を、患者の人権を尊重しながら実施す

る。区は、区医師会等と連携を図りながら、医療機関に対する感染症対策の助言等を行い、地

域医療体制整備の支援をする。 
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３ 感染症患者の移送のための体制確保 

（１）感染症患者の移送のための体制確保 

ア 一類感染症等患者の移送 

一類感染症、指定感染症及び新感染症（以下「一類感染症等」という。）患者の移送につ

いては、東京都が所有する感染症患者移送専用車両を使用して、東京都と連携して実施す

る。 

また、一類感染症等の発生に備え、東京都及び第一種感染症指定医療機関等の関係機関と

平時から連絡体制を確保し、国や東京都が実施する発生時対応訓練に参加して、対応能力の

向上に努める。 

 

イ 二類感染症患者の移送 

二類感染症患者の移送については、患者等搬送事業者（民間救急事業者）を活用する等、

疾患状況に応じた迅速かつ適切な移送手段を講じる。 

患者の移送が迅速かつ適切に実施できるよう、平時から関係機関等との連絡体制や感染防

止資器材の確保、訓練などを実施する。 

 

ウ 新型インフルエンザ等感染症患者の移送 

新型インフルエンザ等感染症患者の移送は、発生した感染症の重篤性、感染力及び感染経

路等を勘案して適切な移送方法によることとし、区及び東京都が、あらかじめ構築した患者

等搬送事業者（民間救急事業者等）との連携体制に基づく移送を実施する。 

患者の移送を迅速かつ適切に実施できるよう、平時から関係機関等との連絡体制や感染防

止資器材の確保、訓練などを実施する。 

 

第４ 国・東京都及び関係機関との連携協力の推進 

 

１ 国・東京都との連携協力等 

（１）国・東京都への報告・連携・総合調整の要請 

保健所は、医師又は獣医師から感染症患者の発生等の届出があった場合、感染症サーベイラ

ンスシステムにより、東京都を経由して国への報告を確実に実施する。 

また、感染が拡大し、他の自治体や、医療機関、その他の関係機関の必要な協力を求める場

合、東京都に対し総合調整を要請する。 

 

（２）検疫所等との連携協力 

保健所は、検疫感染症（検疫法（昭和 26年法律第 201号））第 2項において規定されてい

る、感染症法上の一類感染症、新型インフルエンザ等感染症及び政令で定める中東呼吸器症候

群（ＭＥＲＳ）、マラリア、デング熱等の感染症の国内侵入を防止するため、港湾・空港にお

いて船舶、航空機、入国者、貨物に対する検査や診察を実施している検疫所との連携協力を図

る。 
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２ 関係機関との連携協力 

（１）消防機関への情報提供 

保健所は、感染症の発生状況等の必要な情報を消防機関へ提供する。 

 

（２）休日・夜間の連絡体制の確保 

保健所は、休日・夜間の緊急時に備え、東京都保健医療情報センター「ひまわり」を通じて

平時から緊急連絡体制を確保する。 

 

（３）区内関係機関との連絡体制の確保 

保健所は、区医師会及び医療機関並びにその他の関係機関と、平時から連絡体制を整備し、

緊密な連携協力体制を確保する。 

 

（４）発生時対応訓練への参加 

保健所は、一類感染症等の発生時に迅速かつ的確に対応できるよう、国や東京都が実施する

情報伝達等の発生時対応訓練に参加し、対応能力の向上に努める。 

 

第５ 調査研究の推進 

 
１ 調査研究の推進 

（１）保健所等における調査研究の推進 

保健所は、感染症対策に必要な調査や研究を生活衛生課分室及び東京都健康安全研究センタ

ー等の関係機関と連携して進め、区内における感染症の情報発信拠点としての役割を果たして

いく。 

 

（２）原因不明疾患などの調査等の実施 

保健所は、原因不明疾患の発生時に感染原因や感染経路を究明するための積極的疫学調査及

び感染症の流行を予測し防疫対策を効果的に進めるための感染症流行予測調査等の調査事業を

東京都及び東京都健康安全研究センターと連携し、実施する。 

 

２ 感染症病原体等の検査機能の強化 

病原体等の検査の実施体制の確保及びその検査能力の向上は早期の原因究明、対策の実施に

つながるため、感染の拡大防止の観点から極めて重要である。 

このため、生活衛生課分室の検査機能・精度の維持・向上を図り、関係機関と連携して病原

体等の検査を実施する。 

また、特別な技術が必要な検査などに際し、国の検査機関や東京都健康安全研究センター等

と連携して、感染症対策上、必要な検査を的確に実施する。 
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第６ 保健所体制の強化 

 
１ 人員体制の確保等 

（１）計画的な体制整備 

新型コロナ対応において、保健所では、長期にわたり発熱相談や検査、疫学調査、入院・宿

泊療養調整、患者移送、健康観察などの多様な業務が増大した。それに対応するため、一部業

務の委託や派遣職員の導入、患者管理のシステム化などにより、業務の効率化やマンパワーを

確保した。さらに、保健師及び事務職員の業務負担を分散できるよう、感染状況に応じて杉並

区業務継続計画（ＢＣＰ）を発動し、保健所の他部署に勤務する保健師・看護師、事務職員、

衛生監視など職員による応援体制を構築した。 

しかし、実際には応援の要請から現場に人員が配置されるまでの調整等に時間を要し、新型

コロナ流行のピークに必要な人員が配置されないなど、応援による体制では機動力の面で限界

があった。 

また、人材派遣等による外部人材の確保についても、必要な時期から遅れての配置となるな

ど、迅速な体制構築ができなかった。 

この経験をもとに、今後、新興感染症が発生した場合も、状況に応じた迅速な体制を構築で

きるよう、庁内職員派遣体制、東京都及び他自治体職員等の応援派遣受け入れ、人材派遣等の

外部人材を含めた人員確保に向けた調整を平時から行うとともに、受援体制の構築などの体制

整備を計画的に進める。 

 

（２）総合的なマネジメントを担う保健師の配置・機能強化 

新興感染症の発生時等の有事においては、国や東京都との連絡調整、本庁組織と保健所、外

部機関からの人員派遣等の応援に関する調整のほか、医療・公衆衛生に関する専門知識が必要

な相談対応や連絡調整が必要となることから、関係機関との連絡調整その他の全体統括及び専

門的知識を要する業務を担う職員の配置又は体制の確保が求められる。 

新型コロナ対応の経験を踏まえ、令和 6年度より新たに平時から保健所に総合的なマネジメ

ントを担う統括保健師を配置し、健康危機に迅速に対応できる保健師の育成や研修体制の整

備、地域の健康危機管理体制の強化に取り組む。 

また、新興感染症の発生等の健康危機が生じた際には、保健所統括保健師は、保健所長を補

佐し、人材の効果的な活用や保健師全体の調整を担う本庁統括保健師と連携し、保健所と本庁

をつなげる役割など、保健師の育成や外部人材の受け入れに向けた準備など有事に備えた体制

を再構築し、保健所内の業務実施体制を整備する。なお、実務の内容については、別に定める

健康危機対処計画に示すこととする。 

 

（３）生活衛生課分室の計画的な人員確保・人材育成 

感染症流行時に、区における感染症の専門的な試験検査等の業務を行う生活衛生課分室の役

割が十分に果たされるよう、平時から衛生検査担当職員の人員確保や人材育成等の取組を計画

的に実施する。 
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２ デジタル技術の活用促進 

保健所は、新型コロナ対応において、患者の急増に伴い業務がひっ迫したことから、受診の

相談から入院調整、療養終了まで患者情報を一元管理できる「すぎなみ感染症患者等情報管理

システム」をクラウドサービス上に構築した。 

このシステムを導入したことにより、クラウドの特性を活かした業務遂行場所を選ばない柔

軟な業務体制の構築が可能となり、業務委託先及び保健所における同時並行的な相談対応等が

可能となるなど、患者対応の正確性・迅速性の向上が図られた。 

今後も、新興感染症の発生等を見据えながら、平時から業務のデジタル化を推進するととも

に、発生時には速やかに対応できるようデジタル技術の更なる積極的な活用を図る。 

 

３ 保健所職員等の人材育成 

新興感染症の発生等に備え、多様な感染症に総合的に対応でき、新興感染症発生時などの感

染症による健康危機管理を担う人材を育成する。なお、保健所は、健康危機管理において中心

的な役割を果たし、公衆衛生を担当する保健所等の職員を対象に、国、東京都及びその他の専

門機関が実施する研修等に派遣して専門性の向上を図る。 

また、所内研修の実施により、保健所の感染症業務を担当する医師、保健師、事務職等の育

成を図る。さらに、医療機関や大学等の職員、感染症のまん延等の健康危機が発生した場合に

地域の保健師等の専門職が保健所等の業務を支援する仕組み（ＩＨＥＡＴ）に登録した外部の

専門職に対する研修を実施し、感染症有事に対応できる地域の人材を育成する。 

 

４ 実践型訓練の実施 

（１）関係機関と連携した訓練の実施 

保健所は、一類感染症等の感染症の発生時における即応体制確保のため、東京都が実施する

保健所設置区市、東京消防庁、感染症指定医療機関等向けの患者発生を想定した情報伝達、患

者移送・受入れ及び疫学調査等の訓練に参加する。 

 

（２）保健所の訓練 

保健所職員及び保健所の応援職員リストに登録された外部人材等を対象として、防護服着脱

訓練、情報伝達、患者移送・受入れ及び疫学調査等に関する実践的な訓練を実施する。なお、

訓練実施後は、その評価を行い、本予防計画の見直しにつなげていく。 

また、健康危機の発生時に、感染経路の特定、濃厚接触者の把握等に係る積極的疫学調査、

病原体の収集及び分析等の専門的業務を迅速かつ適切に実施するため、平時から感染症のまん

延を想定した実践型訓練を実施し、人材育成に取り組む。 

保健所職員等の研修にかかる区の目標は、以下のとおりとする。 

 

【数値目標】 

［平時］ 

・保健所職員等に対する研修及び訓練を年 1回以上実施する 
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５ 地域の関係機関等との連携強化 

新型コロナ対応においては、関係者連絡会を定期的に開催して、医療機関等による健康観

察や往診体制、高齢者施設のクラスター対策など、様々な課題の解決に向け取り組んでき

た。 

保健所は、感染症発生時において関係機関と連携し、的確な対応を行うための体制を確保す

る必要がある。そのため、平時から区医師会等関係機関との連絡調整体制を確保し、発生時に

おける役割分担や情報共有の方法等について相互理解を図っていく。情報共有に当たっては、

迅速かつ効率的な伝達等が可能なよう関係機関が協力してデジタル化の推進を図っていく。 

また、連携協議会や保健所連絡調整部会等に参加し、平時から他区、東京都、その他保健所

設置区市、関係者間の意思疎通、情報共有及び連携の推進を図る。 

なお、新型コロナ対応においても、医療機関との連絡会を定期的に開催して、発熱外来の設

置、病床の確保、自宅療養者等への支援などの幅広い地域医療の課題解決に向け、取り組んで

きた。今後も新興感染症の発生等に備え、関係機関との役割分担に基づき的確に対応できるよ

う、医療行政連絡会の定期的な開催など、平時から圏域ネットワークを強化する。 
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第３章 新興感染症発生時の対応 
 

第１ 基本的な考え方 
 

１ 新興感染症発生の定義と新型コロナへの対応を踏まえた体制 

本計画における新興感染症とは、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症を対

象とするが、新興感染症の性状、感染性などを事前に想定することは困難であるため、まずは現

に発生し、これまでの教訓を生かせる新型コロナの対応を念頭に置くこととする。 

新型コロナの対応では、保健所人員について必要な時期から遅れての配置になるなど、業務量

に見合う迅速な体制構築に課題があったため、この経験を踏まえ、事前に発生段階に応じた新型

コロナの流行期と同規模の業務量を想定し、発生早期から庁内応援・外部支援による保健所体制

の構築を図るなど、必要な人員を算定する。 

なお、この想定を超える事態の場合は、国の判断の下、当該感染症の特性に合わせて東京都及

び関係機関と連携し、機動的な対応を行う。 
 

２ 発生段階の定義 

（１）新興感染症発生早期（発生の公表前） 

新興感染症発生から厚生労働大臣による発生の公表前までの期間であり、この段階は特定感染

症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関及び第二種感染症指定医療機関の感染症病床を中心

に対応し、国は、その対応により得られた国内外の最新の知見等について、随時収集及び医療機

関等への周知を行いながら、対応する。 
 

（２）新興感染症発生の公表後の流行初期（発生の公表後から 3か月） 

厚生労働大臣による新興感染症発生の公表後の流行初期の一定期間（3か月を基本として必要

最小限の期間を想定）であり、この段階は発生の公表前から対応実績のある感染症指定医療機関

が、流行初期医療確保措置の対象となる医療措置協定に基づく対応も含め引き続き対応する。 

また、国等からの最新の知見について情報提供を受けた流行初期対応を行う医療機関も、東京

都の要請に基づいて順次対応する。 

なお、流行初期については、発生段階を 2つの期間に分け、それぞれ対応する。 

ア 流行初期（発生の公表から 1か月） 

新型コロナ対応を踏まえ、感染規模を都内で 100人/日から 300人/日（区内で 4人/日から

12人/日）であった、新型コロナ第 3波（令和 2年 12月から令和 3年 2月）の初期と同規模と

想定し、対応する。 

 

イ 流行初期（発生の公表後、1～3か月） 

新型コロナ対応を踏まえ、感染規模を都内で 1,000人/日から 2,000人/日（区内で 40人/日

から 80人/日）であった、新型コロナ第 3波（令和 2年 12月から令和 3年 2月）の流行期と

同規模と想定し、対応する。 
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（３）新興感染症発生の公表後の流行初期以降（発生の公表後、3～6か月） 

厚生労働大臣による新興感染症発生の公表後の流行初期から一定期間経過後の期間であり、流

行初期から対応してきた医療機関に加え、公的医療機関や、地域支援病院及び特定機能病院等が

中心となり、順次速やかに、医療措置協定を締結したすべての医療機関で対応する。 

なお、新型コロナ対応を踏まえ、感染規模を都内で 10,000人/日から 20,000人/日（区内で

400人/日から 800人/日）であった、新型コロナ第 6波（令和 4年 1月から 2月）と同規模と想

定し、対応する。 

 

○各発生段階における東京都・区の感染規模と想定される業務内容 

業務種別 
流行初期 

（発生の公表後～１か月） 

流行初期 

（発生の公表後 1～3か月） 

流行初期以降 

（発生の公表後 3～6か月） 

感染規模 
都内 100～300人/日 

【杉並区 4～12人/日】 

都内 1,000～2,000人/日 

【杉並区 40～80人/日】 

都内 10,000～20,000人/日 

【杉並区 400～800人/日】 

積極的疫学調査 

都 
調査協力・情報収集の

分析開始 
調査協力、情報の分析・還元 

区 
患者全員の行動、濃厚

接触者の把握・検査 

調査対象を患者リスク

管理、クラスター探知

に重点化 

調査対象を患者のリス

ク把握に重点化、濃厚

接触者は患者から伝達 

検査体制 

都 

東京都健康安全研究セン

ター及び感染症指定医療

機関において検査 

流行初期の検査体制を含め医療措置協定に基づ

き、医療機関において随時検査 

区 
東京都及び国の検査機

関と連携し検査 

流行初期の検査体制を踏まえ、生活衛生課分室に

おいて検査 

入院調整 
都 入院調整本部設置準備 入院調整本部設置、夜間入院調整窓口設置 

区 入院先医療機関の調整 入院調整 

健康観察等 

自宅療養者支援 

都 
総合調整に向けた検

討・準備 

フォローアップセンター・医療機関等による健康

観察、委託化による療養支援 

区 
患者、濃厚接触者全員 

（業務委託化検討） 

濃厚接触者、ハイリス

ク者に限定（一部業務

委託化実施） 

ハイリスク者に限定 

（業務委託化継続） 

受診等相談体制 

都 電話相談センターによる一般相談、順次拡大 

区 受診相談センター開設 
受診相談センター継続 

（患者、濃厚接触者に重点化） 

※発生早期については、厚生労働大臣による新興感染症発生の公表前のため、国内外の情報収集

に努めるとともに、新興感染症発生の公表に備え、準備を進める。 
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第２ 発生段階における対応 

 
１ 情報の収集・提供 

国内外の知見等について正確かつ迅速に情報を収集し、区医師会等の関係機関へ周知するとと

もに発生早期、流行初期、流行初期以降の各段階での東京都及び区の対応について、わかりやす

く区民等へ周知する。 

 

２ 積極的疫学調査の実施 

新興感染症の病態や感染拡大の状況に応じた、適切な積極的疫学調査を実施する。実施に当た

っては、東京都等の動向や方針に則り臨機応変に対応できるよう、平時から方針変更時の意見調

整や周知の方法などについて、連携協議会等を通じて調整する。 

 

（１）流行初期（発生の公表後から 1か月） 

すべての患者に積極的疫学調査を実施するとともに、濃厚接触者を把握し、検査を実施する。 

 

（２）流行初期（発生の公表後から 3か月） 

東京都による様々な分析や専門家の知見等に基づく方針により、疫学調査の対象を患者のリス

ク管理や社会福祉施設等のクラスター探知に重点化するなど、発生段階に応じて実施する。 

 

（３）流行初期以降（発生の公表後、3～6か月） 

  調査対象を患者のリスク把握に重点化、濃厚接触者への連絡は患者本人からの連絡を行う。 

 

３ 病原体等の検査の実施体制及び検査能力の確保 

発生早期には、東京都健康安全研究センターや感染症指定医療機関が検査を実施し、流行初期

には、これらに加え、生活衛生課分室及び流行初期医療確保措置の対象となる、東京都と医療措

置協定を締結した医療機関が順次対応する。流行初期以降は、前述の医療機関等に加え、公的医

療機関、特定機能病院及び地域医療支援病院等が中心となり、段階的に検査能力を有するすべて

の協定締結医療機関で対応する。 

 

（１）地方衛生研究所等の検査体制の強化 

生活衛生課分室は、区における感染症検査の技術的拠点として、新興感染症の発生時等の有事

においても専門的な試験検査の役割を担うこととなる。このため、平時から計画的な体制整備を

進め、新興感染症発生時には、流行初期、流行初期以降の各段階での関係機関との役割分担を踏

まえ、国の検査機関や東京都健康安全研究センター等と連携し、流行初期から病原体検査等を実

施する。 
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検査の実施能力及び検査機器の数に関する区の目標は新型コロナ対応のため、令和 3年 2月よ

り整備した、生活衛生課分室における最大検査体制の数値とし、以下のとおりとする。 

 

（２）民間検査機関・医療機関による検査体制の確保 

流行初期以降は、東京都健康安全研究センター及び生活衛生課分室の検査実施能力を超える感

染規模が想定されるため、協定締結民間検査機関の速やかな検査体制の整備が重要である。 

東京都と検査措置協定を締結した民間検査機関（以下「協定締結民間検査機関」という。）

は、東京都健康安全研究センター等の地方衛生研究所と連携し変異株分析の受託や医療機関等か

らの検査分析依頼に対応する。東京都健康安全研究センターからプライマー、試薬等の情報提供

を踏まえ、協定締結民間検査機関は流行初期から早期に体制を立ち上げるとともに、流行初期以

降の医療機関からの多くの検査需要に対応可能な検査実施能力を順次確保する。 

 

４ 医療提供体制の確保 

医療体制の確保は、東京都が一元的に実施するものであり、区は流行の各段階において必要な

体制が早急に整備されるよう、東京都に要請していく。 

 

（１）入院医療（病床の確保） 

ア 発生早期（発生の公表前） 

発生早期においては、特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関及び第二種感染

症指定医療機関の感染症病床を中心に対応する。 

 

イ 流行初期（発生の公表後から 3か月） 

流行初期においては、まず特定、第一種及び第二種感染症指定医療機関が、流行初期医療確

保措置の対象となる東京都との医療措置協定に基づく対応も含め、引き続き対応する。 

その後、感染症の性状や感染状況、通常医療の状況等を踏まえ、第一種協定指定医療機関の

うち、東京都との医療措置協定を締結する医療機関に対し、東京都から確保病床の全部又は一

部について即応化を要請し、速やかに入院医療体制を整備する。区は、地域医療体制の支援を

必要に応じて実施する。 

 

【数値目標】 

① 検査の実施能力 

［流行初期］（発生の公表後から 3か月） 

 ・ＰＣＲ検査の実施能力 90件/日 

［流行初期以降］（発生の公表後、3～6か月） 

 ・ＰＣＲ検査の実施能力 90件/日 

② 検査機器の数 

 ・リアルタイムＰＣＲ装置      4台 

・全自動核酸抽出機器    3台 
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ウ 流行初期以降（発生の公表後、3～6か月） 

流行初期以降においては、東京都との医療措置協定を締結した医療機関のうち公的医療機関

等を中心に東京都より病床の確保要請を行い、その後順次、医療措置協定を締結したすべての

医療機関に対して要請を行い、入院医療体制を整備する。 

  

（２）外来医療（発熱外来）                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    

ア 発生早期（発生の公表前） 

発生早期においては、特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関及び第二種感染

症指定医療機関を中心に対応する。 

 

イ 流行初期（発生の公表後から 3か月） 

流行初期においては、まず特定、第一種及び第二種感染症指定医療機関が、東京都との医療

措置協定に基づく対応を行い、その後、感染症の性状や感染状況、通常医療の状況等を踏ま

え、東京都と国等の専門機関が連携し、臨床情報を含めた国内外の最新の情報・知見等を提供

した上で、東京都から第二種協定指定医療機関のうち、流行初期対応を行う医療機関に対し、

診療体制の整備を要請する。区は、地域医療体制の支援を必要に応じて実施する。 

 

ウ 流行初期以降（発生の公表後、3～6か月） 

流行初期以降においては、流行初期対応を行う医療機関に加え、新型コロナ対応で発熱外来

を実施した医療機関の施設要件を参考に、発熱患者等専用の診察室（時間的・空間的分離を行

い、 プレハブ・簡易テント・駐車場等で診療する場合を含む。）を設けた上で、東京都との医

療措置協定を締結した医療機関で段階的にすべての協定締結医療機関で対応できるように、公

的医療機関や、地域支援病院及び特定機能病院等が中心となり、東京都の要請に基づき、発熱

外来を設置し発熱患者等を受け入れる体制を整備する。 

なお、関係学会等の最新の知見に基づくガイドライン等を参考に、院内感染対策（ゾーニン

グ、換気、個人防護具の着脱等を含む研修・訓練等）を適切に実施し、予め発熱患者等の対応

時間帯等の情報を住民に周知し又は地域の医療機関等と共有して、発熱患者等を受け入れる体

制を構築する。 

 

（３）医療機関における個人防護具の備蓄 

新型インフルエンザ等対策として、個人防護具等の備蓄を行い、医療機関において防護具の調

達が困難となった場合に区の備蓄品の提供等を行ってきた。新型コロナ対応においても、新たに

個人防護具等を確保し、医療機関等に対して必要に応じて配送を行ってきた。 

また、東京都と医療措置協定を締結した医療機関等は、新興感染症の発生に備え、感染防護具

を備蓄する。 

なお、対象物資（品目）は、病院、診療所及び訪問看護事業所については、サージカルマス

ク、Ｎ95マスク、アイソレーションガウン、フェイスシールド及び非滅菌手袋の 5物資とし、備

蓄量は、新興感染症発生時における当該医療機関等での平均的な必要量の 2か月分以上とする。 

加えて、新興感染症等が発生した場合、医療機関等で必要な物資の備蓄が円滑に行われるよ

う、必要に応じて感染症対策に係る備蓄品等を区内医療機関等に提供し、必要な支援をしてい

く。 
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５ 円滑な入院調整の仕組みの構築 

新型コロナ対応において、保健所は東京都に設置された入院調整本部へ依頼し医師等の協力を

得て、患者の重症度、基礎疾患の有無、住所地等に応じた入院先医療機関の調整を広域的に実施

した。 

また、夜間等は東京都が設置した夜間入院調整窓口により、日中・夜間における切れ目のない

入院調整体制を図った。 

入院調整に当たっては、国が新型コロナ対応において導入した感染者等情報把握・管理支援シ

ステム（ＨＥＲ－ＳＹＳ）の情報を活用するほか、東京都独自の保健所や医療機関と情報共有可

能な「東京都新型コロナウイルス感染者情報システム（ＭＩＳＴ）」を利用し、患者情報や受入

可能病床等の情報を一元的に管理し、入院調整を実施した。 

さらに症状が改善した軽症・中等症患者を受け入れる医療機関への転院や、療養期間が終了し

た患者の回復期支援病院への転院調整を実施して病床を効率的に運用し、患者の症状に応じた療

養環境を提供した。 

新興感染症の発生時においては、新型コロナ対応の経験等を踏まえ、東京都の入院調整本部の

設置に併せ、速やかに保健所も体制を整備する。 

入院調整に当たっては、国の感染症サーベイランスシステム等を活用するとともに、システム

の運用状況や新興感染症の特性、医療提供体制の状況等を踏まえ、新型コロナ対応の経験を活か

してデジタル技術の活用を図るなど、関係者間において迅速かつ効率的な情報共有等が可能な体

制を整備する。 

なお、病床がひっ迫する恐れがある場合には、重症度や基礎疾患の有無などを考慮し、入院対

象患者の範囲や優先度を明確にしながら、入院調整を行うものとする。また、同時に病床を効率

的に運用し、患者の症状に応じた適切な医療を提供するため、入院調整本部において転退院支援

や患者搬送支援を実施する。 

 

６ 患者の移送のための体制 

保健所は、今後、新興感染症が発生した場合に、円滑な移送が可能となるよう、新型コロナ対

応で行った関係機関と連携した取組を踏まえて、役割分担等について検討を進めていく。 

 
７ 自宅療養者等への支援 

新型コロナ対応においては、感染拡大時における自宅療養者の増加に伴い、健康観察や生活支

援等の業務が増大した。保健所では、発熱相談や疫学調査、健康観察、生活支援等の業務の外部

委託や職員応援体制による体制を敷き、東京都の広域対応業務との分担も行いながら、自宅療養

者の療養環境整備を行った。新興感染症の発生時においては、新型コロナ対応を踏まえ、状況に

応じた業務の外部委託化や職員応援体制の整備を行い、必要に応じて、東京都に広域的な体制整

備を要請する等、適切に自宅療養者等に対し、健康観察や生活支援等を行うことのできる体制を

構築する。 

また、東京都との医療措置協定を締結した、自宅療養者等への医療提供を行う医療機関によ

り、速やかに往診やオンライン診療等の医療支援が受けることができるよう、区医師会等の関係

団体と連携し、支援体制の構築に努める。 
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８ 保健所の業務執行体制の確保 

（１）対応体制の整備 

新興感染症の発生時等の有事においては、地域の感染症対策の中核的機関である保健所がその

機能を的確に果たせるよう、速やかに発生状況に応じた業務執行体制に切り替えるとともに、感

染症の流行フェーズに合わせた職員体制に移行する。 

保健所の感染症対応を行う人員については、①流行初期（発生の公表から 1か月）②流行初期

（発生の公表後、1か月から 3か月）③流行初期以降（発生の公表後、3か月から 6か月）に分

けた人員体制とし、順次、外部委託等の外部資源に切り替える。 

なお、新興感染症の発生時等において、臨時予防接種が実施される場合には、円滑な接種体制

の構築に向けた新たな組織体制を、本予防計画に定める、保健所の業務執行体制とは別に速やか

に整備する。 

 

（２）人員体制の確保等 

ア 所内体制の構築等 

保健所は、新興感染症の流行開始（発生の公表）から多くの感染症対応業務が発生すること

を想定し、流行開始と同時に全所対応体制に移行する。また、応援受入体制を速やかに整備

し、適宜、庁内応援職員や会計年度任用職員、人材派遣職員など、外部人材を含めた人員体制

を構築する。 

なお、流行初期（発生の公表から 1か月）は、大規模な事業の外部委託や人材派遣等による

業務体制構築に時間を要することを想定し、本庁職員等による兼務発令を基本とした保健所の

人員体制強化を図り、本庁との連携体制を速やかに構築する。 

また、区は保健所が速やかに業務量に応じた人員体制を構築できるよう調整し、感染症流行

期ごとに杉並区業務継続計画（ＢＣＰ）の発動も含めて検討し、新型コロナ対応時の人員体制

を参考に、必要な職種ごとの人員等を以下のとおり、数値目標として確保する。 

 

 

【数値目標】 

○ＩＨＥＡＴ要員の確保数（ＩＨＥＡＴ研修の受講者数） 15人 

 

○発生時の保健所体制（人員確保数） 

① 流行初期（発生の公表から 1か月・感染規模：東京都内 100人～300人/日） 

計 72人 

【内訳】 医療職 40人 

事務職 32人 

② 流行初期（発生の公表後、1～3か月・感染規模：東京都内 1,000人～2,000人/日） 

計 130人 

【内訳】 医療職 70人 

事務職 60人 

③ 流行初期以降（発生の公表後、3～6か月・感染規模：東京都内：10,000～20,000人/

日）計 170人 

【内訳】 医療職 64人 

事務職 106人 
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イ 職員の健康管理 

新型コロナ対応では、土日夜間も含めて長時間及び長期にわたり膨大な業務量と対峙した 

また、心身に負荷の高い業務を担っていたが、職員のメンタルヘルスを含めた健康管理が十

分なされていない状況だった。この経験を踏まえ、有事の際には、長期にわたる対応になるこ

とを想定し、業務量に応じた適切な人員配置を行ったうえで、心理的な負担軽減のためのメン

タルヘルス対策を行うものとする。 

 

（３）外部委託等による業務体制の構築 

大規模な感染拡大時等において必要となる体制は、感染症の特性や発生の状況・経過等により

様々なものが考えられるが、新型コロナへの対応において実施された対策を参考とし、東京都及

び関係自治体等と情報共有を図りながら、状況に応じて業務実施体制を構築し外部委託の活用を

図り、業務の効率化を行うものとする。 

 

【新型コロナ対策において区が実施した業務及び外部委託の取組例】 

・Ｍｙ ＨＥＲ－ＳＹＳ等を活用した健康観察業務（一部外部委託） 

・自宅療養者への支援業務（一部外部委託）（※） 

※健康観察、健康相談、受診相談、受診・入院調整、必要な対象者への防災食配布・パルスオ

キシメーターの貸与、療養照明書発行等 

・生活衛生課分室での検査調整 

・有症状者からの相談対応及び診療・検査医療機関の案内（一部外部委託） 

・一般的な相談への対応業務（一部外部委託） 

 

＜参考＞ 新型コロナウイルス感染症対策において東京都が実施した一元的対応及び外部委託

の取組例 

・保健所が利用できる多言語通訳の仕組み（外部委託） 

・重症患者等の入院調整、宿泊療養施設への入所調整及び自宅療養者等についての東京都と保健

所及び医療機関間で情報共有できるシステムの構築（一元的実施） 

・東京都の入院調整本部における入院調整（一元的実施） 

・夜間入院調整窓口の設置（一元的実施） 

・有症状者からの相談対応及び診療・検査医療機関の案内を行う発熱相談センターの設置（一元

的実施、外部委託） 

・自宅療養者の健康観察等を行うフォローアップセンターの設置（一元的実施、外部委託） 

・診療・検査を行った医療機関が保健所に代わり健康観察を行う体制の整備（一元的実施、外部

委託） 

・発生届対象者以外の陽性者を支援する陽性者登録支援センターの設置、Ｍｙ ＨＥＲ－ＳＹＳ

を活用した健康観察（一元的実施、外部委託） 

・自宅療養サポートセンター等の設置による配食サービス支援やパルスオキシメーター貸与（一

元的実施、外部委託） 
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○本予防計画に定める数値目標一覧 

検査実施能力及び検査機器の数に関する区の目標は新型コロナ対応のため、令和 3年 2月よ

り整備した、生活衛生課分室における最大検査体制の数値とする。 

特に、流行初期以降は、東京都健康安全研究センター及び生活衛生課分室の検査能力を超え

る感染規模が想定されるため、東京都と医療器措置協定を締結した医療機関及び民間検査機関

の協力のもと、検査体制を整備する。 
 流行初期 

（発生の公表後から 3 か月） 
流行初期以降 

（発生の公表後、3か月～6か月） 

感染 

規模 

東京都 100～2,000人/日 10,000～20,000人/日 

杉並区 4～80人/日 400～800人/日 

 都目標値 区目標値 都目標値 区目標値 

検査 

体制 

地方衛生研究所 

0.1万件/日 90件/日 0.1万件/日 90件/日 

リアルタイム 

PCR 5台 

 全自動核酸抽出

機器 9台 

リアルタイム 

PCR 4台 

全自動核酸抽出

機器 3台 

リアルタイム 

PCR 5台 

全自動核酸抽出

機器 9台 

全自動核酸検査

機器 2台 

リアルタイム 

PCR 4台 

全自動核酸抽出

機器 3台 

医療機関 
1万件/日 - 1万件/日 - 

民間検査機関 

人材の育成・資質の向上 研修及び訓練を年 1回以上実施 

IHEAT要員の確保数

（IHEAT研修の受講者数） 
- 15人 - 15人 

 
 

○保健所体制（人員確保数） 

新型コロナの対応では、保健所人員について必要な時期から遅れての配置になるなど、業務

量に見合う迅速な体制構築に課題があったため、この経験を踏まえ、事前に発生段階に応じた

新型コロナの流行期と同規模の業務量を想定し、発生早期から庁内応援・外部支援による保健

所体制の構築を図るなど、必要な人員を算定する。 

なお、流行する感染症の重症化リスク等により、積極的疫学調査や健康観察等を流行フェー

ズに関わらず継続的に行う必要がある場合は、この限りではない。 

流行フェーズ 
流行初期 流行初期以降 

発生の公表から 1か月 公表後 1 か月～3か月 公表後 3 か月～6か月 

感染 

規模 

東京都 100人～300 人/日 1,000 人～3,000人/日 10,000 人～20,000 人/日 

杉並区 4人～12/日 40人～80人/日 400人～800人/日 

 都目標値 区目標値 都目標値 区目標値 都目標値 区目標値 

医療職 
各保健所 

の合計 

40名 
各保健所 

の合計 

70名 
各保健所 

の合計 

64名 

事務職 32名 60名 106名 

合 計 - 72名 - 130名 - 170名 
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第３ 高齢者施設・障害者施設等への支援 

 

１ 感染症対策支援 

保健所は、高齢者施設及び障害者施設等に対して、実際の介護場面に即した基本的な感染対策

指導を定期的に実施する。併せて、平時から標準予防策等に関する動画などを作成し、普及啓発

を行うものとする。 

さらに、新興感染症発生時には、クラスター予防を重点に置いた感染対策に切り替え、状況に

応じて実地による指導を実施する。クラスター発生時には東京都及び区関係各課と連携し、迅速

に適切な対応ができるよう、平時からの連携を強化していく。 
 

２ 医療支援 

東京都との医療措置協定を締結した、高齢者・障害者施設での療養者等への医療提供を行う医

療機関により、速やかに往診やオンライン診療等の医療支援が受けることができるよう、区医師

会等の関係団体と連携し、支援体制の構築に努める。 
 

第４ その他、医療提供体制の支援 

 
１ 医療提供体制の支援 

（１）重症者用病床の確保 

新型コロナ対応を踏まえ、第一種協定指定医療機関のうち、集中治療室（ＩＣＵ）への入室又

は人工呼吸器管理が必要な重症者の治療ができる設備並びに医療従事者の体制が確保されている

病床を、東京都との医療措置協定に基づき、重症者用病床の確保を行うよう働きかけを行ってい

く。 

また、第一種協定指定医療機関は、感染症の性状や感染状況、各医療機関の実情に応じて重症

者用病床の柔軟な活用を行うなど、通常医療と感染症医療の両立を図っていく。 

 

（２）臨時の医療施設の設置・活用 

保健所は、新型コロナ対応において、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、確保病

床等による入院医療体制を補完する「臨時の医療施設」として、東京都が設置・運営した酸素・

医療提供ステーションや高齢者等医療支援型施設等を活用した。 

また、東京都は、新興感染症の発生時において、発生した感染症の性状や医療提供体制の状況

等に応じて、機動的に臨時の医療施設を設置する。 

介護度の高い高齢患者等の受入れやＡＤＬの維持のためのリハビリテーションの実施、症状が

軽快した転院患者の受入れ、24時間救急受入態勢の確保など新型コロナ対応での経験を生かして

状況等に応じ必要なサービスを提供し、区民が安心して療養できる環境や、臨時の医療施設を東

京都が機動的に整備する。 

 

２ 診療体制の支援 

（１）地域における診療体制の確保 
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新興感染症発生時においても、身近な地域で診療を受けられる機会を可能な限り確保するた

め、区内の診療所で感染症医療に対応可能な場合は、保健所等が感染症対策について助言をしな

がら、協力を要請し、東京都との医療措置協定を締結するよう促していく。 

また、区医師会等の関係団体と協力し、地域における感染症医療と通常医療の役割を確認し、

通常医療を担う診療所においてかかりつけ患者からの相談に応じるなど、地域の実情に応じた連

携を促し、地域における診療体制の確保に努める。 

（２）医療機関への受診集中の緩和 

東京都は、新型コロナ対応においては、感染拡大時に、医療機関への受診の集中を緩和するた

め、患者や濃厚接触者に対し抗原定性検査キットの配布を行った。 

新興感染症発生時の対応においては、医療機関の検査の実施能力を感染拡大時においても対応

可能なように確保することを基本としながらも、受診等が集中し外来医療のひっ迫等の事態下に

おいては、東京都及び関係機関と調整を図りながら受診集中の緩和など柔軟な対応を行ってい

く。 

 

３ 後方支援体制の確保 

新興感染症発生時には、東京都との医療措置協定を締結した、後方支援を行う医療機関によ

り、感染症から回復後に入院が必要な患者の転院受入れや、通常医療の確保のため新興感染症の

対応を行う医療機関に代わって感染症患者以外の患者受入れを行う医療機関を活用し、感染症患

者を受け入れる病床を効率的に運用する体制を確保する。 

 

第５ 臨時の予防接種 
 

１ 臨時の予防接種 

予防接種法に基づく臨時接種が行われる事態においては、全庁を挙げての組織体制の整備に加

え、国や東京都、区医師会等の関係機関と連携して、速やかに実施体制を構築する必要がある。 

新型コロナ対応においては、新型コロナワクチンの接種が特例臨時接種として位置付けられ、

区は、新たにワクチン接種に特化した担当部署の新設をする等組織体制の整備や、区医師会等の

協力のもと円滑な接種に向けた実施体制を構築するための調整を実施した。構築した体制に基づ

き、東京都、区医師会等の関係機関と連携して区内医療機関での接種のほか、地域集団接種会場

の整備・運営、障害者施設等への巡回接種などを行い、区民の接種機会を確保した。 

また、区医師会等と緊密に情報提供や意見交換を行い、国から新たに示される追加接種等の方

針に円滑に対応するための協力体制を強化するとともに、新型コロナワクチンに関する安全性や

有効性、副反応等の区民の関心が高い情報を定期的に発信するとともに、未接種者への接種勧奨

を行った。 

新興感染症の発生時等において、臨時予防接種が実施される場合には、円滑な接種体制の構築

に向けた新たな組織体制を、本予防計画に定める、保健所の業務執行体制とは別に速やかに整備

するとともに、ワクチンの特質や供給状況、対象者に関する国等から出される情報を整理し、東

京都、区医師会等の関係機関と連携し、接種体制の構築を進めていく。 
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 第４章 その他感染症の予防の推進に関する施策 

 

第１ 特に総合的に予防施策を推進すべき感染症対策 

 
１ 結核対策 

区の結核の新規登録患者は、平成 20年をピークに減少しているとともに、令和 4年のり患率

は 6.5（人口対 10万人）となり、令和 2年から継続して低まん延の水準に達しているが、全国で

見ると未だ年間 1万人以上が感染しており、過去の病気ではない。 

また、その一方、高齢者の割合が増加し、外国出生患者（結核登録患者のうち、外国生まれの

患者）の割合は新型コロナによる入国制限により一時的に減少したものの引き続き増加が見込ま

れる。 

新規登録患者の減少に伴い、結核医療については、結核病床も減少が続いている状況であり、

また、結核病床の一部が新型コロナへ転用されている実態がある。 

このため、都内においては、特に透析医療が必要な患者や精神疾患等の合併症を有する患者、

多剤耐性結核に感染した患者の入院調整に時間を要し、専門的かつ多様な医療が必要とされる患

者に対する良質かつ適切な結核医療の提供が更に困難な状況となっている。 

また、患者の減少に伴い結核医療の経験をもつ医師が減少するとともに、診療経験をもつ医師

も高齢化し、将来的に結核医療に従事する医師の不足が危惧される。 

ついては、「結核に関する特定感染症予防指針」及び「東京都結核予防推進プラン」の内容を

基に、結核低まん延化における体制作りと対策強化を進めることが重要である。 

東京都及び区が各々の役割に応じ、感染拡大のリスクが高い集団への健康診断や普及啓発、外

国出生患者への多言語対応、結核菌株確保による病原体サーベイランス、患者の生活環境に合わ

せたＤＯＴＳ（直接服薬確認法）並びにユニット化やモデル病床を組み合わせた病床、特別な医

療に対応できる医療機関及び地域における入院・外来医療機関の連携体制の確保、医療人材の育

成などの結核対策をより一層推進する。 

 

２ ＨＩＶ・エイズ、性感染症対策 

都内の新規のＨＩＶ感染者・エイズ患者の報告数は、近年、横ばいで推移しており、年代別で

は、20歳代、30歳代の若い世代が過半数を占めている。 

また、近年、梅毒の患者報告数は急増しており、特に男性は 20歳代から 50歳代、女性は 20

歳代の割合が増加している。梅毒をはじめとする性感染症は、性的接触が主な感染経路であり、

性感染症にり患するとＨＩＶ感染リスクも高くなることが知られている。 

感染状況に応じた普及啓発を着実に実施するとともに、検査を柔軟に実施するなど、ＨＩＶ・

エイズ対策と一体となった対策を推進していく。 

 

３ 一類感染症等対策 

国際化の進展などにより、国内未発生の一類感染症等が海外から持ち込まれ都内で発生するリ

スクは以前にも増して高まっている。 

そのため、平時から、東京都、医師会及び診療協力医療機関等との連携体制の構築、発生時に
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備えた訓練や感染防止資器材の整備などにより、患者の受入れ、院内感染防止、医療提供を円滑

かつ安全に行えるよう、診療協力医療機関をはじめとする医療機関の体制強化を推進する。 

 

４ 蚊媒介感染症対策 

近年、気候変動にともなう世界的な蚊の生息域拡大によるデング熱などの蚊媒介感染症の増加

が懸念されている。 

区内でも輸入例を発端に蚊媒介感染症の発生や感染拡大が生じることは十分考えられることか

ら、区は蚊の捕獲調査を行うなど、デング熱等の感染症を媒介する蚊の発生状況を把握する。 

また、媒介蚊対策、患者の早期把握、国内感染症例発生時における感染地の推定、蚊の駆除等

を的確に実施する。 

 

５ 麻しん・風しん対策 

麻しん・風しん対策については、国が定める「麻しんに関する特定感染症予防指針」及び「風

しんに関する特定感染症予防指針」に基づき、発生原因の究明や本対策が有効な予防接種の充実

など総合的な感染対策の推進に努める。また、発生時においては、東京都及び関係自治体等と連

携し、迅速かつ正確な発生動向の調査を実施するとともに、ウイルス遺伝子検査等の解析が重要

であるため、東京都健康安全研究センターに検体を搬入し、適切なサーベイランスの運用に協力

する。 

 

第２ その他の施策 

 
１ 災害時の対応 

災害時には、衛生環境の悪化や避難所での生活による体調の変化などにより、感染症が発生し

やすい状況となることから、東日本大震災や熊本地震における経験を踏まえ、災害時への備えと

区民への事前の普及啓発に取り組む。 

また、災害が発生した際に、標準予防策などの周知、感染症情報の収集、感染症が発生した際

の迅速な防疫措置等により、感染症の発生及びまん延の防止を図る。 

 

２ 外国人への対応 

外国人の感染症患者が発生した場合には、東京都と連携して対応するとともに、多言語通訳等

の仕組みを利用し、疫学調査や保健指導の円滑な実施により、患者の不安軽減を図りながら、受

診、原因究明、感染拡大防止を実施できるよう体制を整えていく。 
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